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附則 

 

えびの市は、雄大な霧島の山々と母なる川内川など美しい自然と広大な田園風景に囲ま

れたまちです。ここに、田の神さあをはじめ、地域ごとに特色のある伝統や文化、芸能を

守り受け継いできた人々が暮らしてきました。 

 このかけがえのないえびの市を、市民が主体となり互いに支えあいながら、市民一人一

人が幸せを実感できるまち、次世代を担う子どもたちが誇れるまちとして、引き継いでい

かなければなりません。 

 そのためには、市民が互いに責任を担い、市政に市民の声が反映される協働のまちづく

りが必要です。 

 私たちは、自らの地域を自らが築いていく地域社会の実現を目指し、ここにこの条例を

定め、これをすすんで実践していきます。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、えびの市の自治の基本理念を明らかにし、市民、市及び市議会の責

務を明確にするとともに、互いに協働する自治の基本的な事項を定めることにより、自

治の実現を図ることを目的とする。 

（条例の位置づけ） 

第２条 市民、市及び市議会は、この条例の理念を尊重しなければならない。 

２ 市及び市議会は、他の条例、規則等の制定、改正及び廃止に当たっては、この条例の

理念を尊重し、この条例との整合を図らなければならない。 

（定義） 



第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 市民 市内に住み、働き、又は学ぶ個人並びに市内で事業活動その他の活動を

行う者及び団体をいう。 

（２） 市長 公人としての市長をいう。 

（３） 行政機関 市長部局並びに教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委

員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

（４） 市 市長及び行政機関をいう。 

（５） 参画 市民が自発的かつ主体的に市の施策の立案、実施、評価及び見直しの各

段階における意思形成にかかわることをいう。 

（６） 協働 市民及び市が相互の果たすべき責務を認識し、それぞれの立場及び特性

を対等なものとして尊重する考えの下、公共的な目的を果たすため、協力して、共に

行動することをいう。 

（基本理念） 

第４条 自治の基本理念は、次に示すとおりとし、市の施策は、これに沿ったものでなけ

ればならない。また、市民、市及び市議会は、それぞれの責務を認識し、この規定の趣

旨に沿って行動するものとする。 

（１） 一人一人の人権が尊重され、個性を大切にする差別のないまちづくりが行われ

ること。 

（２） すべての人の命が尊重され、心身共に健康で長生きできるようなまちづくりが

行われること。 

（３） 未来を担う子どもたちが健やかに育つ環境をつくるとともに、生涯学習のまち

づくりが行われること。 

（４） 豊かで美しい自然環境の保全や食の安全に配慮したまちづくりが行われること。 

（５） 明るく活気に満ちた社会的生活が営めるようなまちづくりが行われること。 

（６） 個性ある地域文化を貴重な財産として保存し、次世代に伝えられるまちづくり

が行われること。 

（７） 国籍や性別、地域の違いを乗り越えてお互いを理解し合い、共に助け合う平和

なまちづくりが行われること。 

第２章 市民の責務 

（市民の責務） 

第５条 市民は、まちづくりの主体であり、自らまちづくりに参画する権利を有するとと

もに、この条例の理念を尊重し、まちづくりへの参画に努め、その参画における自らの

発言と行動に責任を持つものとする。 

２ 住民は、居住する地域における自治の役割を認識し、居住する地域の自治組織に加

入・協力し、活動するよう努めるものとする。 



３ 市民は、市政に関心を持ち、市政情報の取得に努めるものとする。 

（公の選挙への対応） 

第６条 えびの市における公の選挙のうち、市長の選挙に立候補しようとする者は、自ら

の具体的な政策が市民に伝わるよう努めなければならない。 

２ えびの市における公の選挙のうち、市議会議員及び県議会議員の選挙に立候補しよう

とする者は、自らの考え方が市民に伝わるよう努めなければならない。 

３ 住民は、公の選挙に際し、積極的に投票するよう努めるものとする。 

第３章 市の責務 

（市長の責務） 

第７条 市長は、市民の負託に応え、この条例の理念に沿って公正かつ誠実な職務の執行

に努めなければならない。 

２ 市長は、前条第１項の自らの具体的な政策を市民に示したときは、その達成状況を毎

年度公表しなければならない。 

（行政機関の責務） 

第８条 行政機関は、公正かつ誠実に職務の執行に当たり、この条例の理念に沿った施策

の推進に努めなければならない。 

（市職員の責務） 

第９条 市職員は、市民の立場に立ち、公正かつ誠実に職務を遂行しなければならない。 

２ 市職員は、この条例の理念を実現するための施策を積極的に企画立案し、市長への提

案に努めなければならない。 

３ 市職員は、市民活動や居住する地域の自治活動に、一市民として積極的に参加するよ

う努めなければならない。 

第４章 市議会等の責務 

（市議会の責務） 

第１０条 市民の負託を受けた議事機関である市議会は、市民の意思が市政に反映されて

いるか、又、市政運営が適正になされているかを監視しなければならない。 

２ 市議会は、議会運営及び活動状況の情報公開を徹底し、市民に対する説明責任を十分

に果たさなければならない。 

（議員の責務） 

第１１条 市議会議員及び県議会議員は、市民の負託を受けた者であるとの自覚を持って

活動し、自らの責任を果たさなければならない。 

第５章 情報の共有 

（情報の共有と公開） 

第１２条 市は、市政情報が市民との共有財産であるとの認識に立って、自治の実現のた

めに必要な市政情報を公開し、市民との共有に努めなければならない。 

２ 前項の規定は、市が事業を委託しているものについて準用する。 



（個人情報の保護） 

第１３条 市は、市政情報の運用に当たっては、個人情報の保護に配慮しなければならな

い。 

第６章 市政運営 

（市政運営の原則） 

第１４条 市民、市及び市議会は、互いに尊重し合い、この条例の理念に沿った市政運営

が行われるよう努めなければならない。 

（基本構想） 

第１５条 市は、市政運営の総合的な指針として基本構想を策定し、これを計画的に推進

しなければならない。 

（財政運営） 

第１６条 市は、中長期的な視点から、健全な財政運営を行わなければならない。 

（意見や要望への対応） 

第１７条 市は、市政運営に関する意見や要望があったときは、速やかにその内容を調査

分析し、改善を要すると判断したものについては、適切な措置を講じなければならない。 

（危機管理体制の構築） 

第１８条 市は、災害等から市民の身体、生命及び財産を守るため、市民や市議会など関

係する機関との連携及び協力並びに相互支援による危機管理体制の構築に努めなければ

ならない。 

第７章 参画及び協働 

（参画及び協働） 

第１９条 市は、施策の企画立案に当たっては、市民の思いや考えを募り、反映させるも

のとする。 

２ 市は、施策の推進及び実施に当たっては、市民の参画及び協働の機会を設けるよう努

めるものとする。 

（行政評価と改善） 

第２０条 市は、市民参加による行政評価を実施し、その結果を施策に反映させ、市民本

位の行政運営となるよう見直しと改善に努めるものとする。 

（住民投票） 

第２１条 市長は、えびの市にかかわる重要事項について、直接、住民の意思を確認する

ため、住民投票の制度を設けることができる。 

２ 住民投票に参加できる者の資格その他住民投票の実施に必要な事項は、それぞれの事

案に応じ、別に条例で定める。 

３ 市長は、前項に定める条例に基づき住民投票を行ったときは、その結果を尊重しなけ

ればならない。 

第８章 交流及び連携 



（交流及び連携） 

第２２条 市は、市域を越えた市民の交流及び連携の活動に対し、必要に応じ支援を行う

ものとする。 

２ 市は、この条例の理念に沿って必要があるときは、関係自治体と積極的に連携するも

のとする。 

第９章 えびの市自治推進委員会 

（設置） 

第２３条 市長は、次に掲げる事項を調査審議するため、えびの市自治推進委員会（以下

「委員会」という。）を設置するものとする。 

（１） この条例の遵守の状況を検証すること。 

（２） この条例の見直しに関すること。 

（組織） 

第２４条 委員会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 公募による者 

（３） その他市長が適当と認めた者 

（任期） 

第２５条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長等） 

第２６条 委員会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第２７条 委員会は会長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見を聴く

ことができる。 

（庶務） 

第２８条 委員会の庶務は、市民協働課において処理する。 

第１０章 雑則 

（委任） 



第２９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年７月１日条例第２２号） 
 

この条例は、公布の日から施行し、改正後のえびの市自治基本条例の規定は、平成２７

年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年３月２５日条例第６号） 
 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 


